
死因究明等施策の主な経緯

死因究明体制の強化・身元確認のための態勢整備が求められるに至った

背 景

推進法

平成24年6月
●死因究明等の推進に関する法律 成立 ［施行：平成24年9月21日］※2年の時限立法
●警察等が取り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律 成立 ［施行：平成25年4月1日］

平成26年6月
●第２回死因究明等推進会議 開催
●死因究明等推進計画 閣議決定

平成26年9月
●当面の死因究明等施策の推進について 閣議決定（※推進法失効後の施策の推進）
●死因究明等の推進に関する法律 失効

平成18年７月 パロマ給湯器事件（一酸化炭素中毒死）表面化

平成19年６月 時津風部屋力士暴行死事件

平成23年３月 東日本大震災

基本法

令和元年6月 ●死因究明等推進基本法 成立 ［施行：令和2年4月1日］

令和2年4月

●死因究明等推進基本法 施行
（主な内容）

・死因究明等推進本部 設置［本部長：厚生労働大臣］
・死因究明等推進計画の案の作成 等

法失効後も関係省庁において死因究明等推進計画に基づく施策を引き続き推進



※ 令和２年４月１日から施行
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死因究明等推進本部・死因究明等計画検討会の開催について 
令和 2年 7月 

死因究明等推進本部事務局 

 

１．経緯 
 
○ 死因究明及び身元確認（以下「死因究明等」）に関する施策については、犯罪死の見逃し

の問題等を背景に平成 24 年に成立した「死因究明等の推進に関する法律」（時限立法：２

年）に基づき、平成 26 年に「死因究明等推進計画」（閣議決定）が策定され、当該計画に

基づく施策を関係省庁が行ってきたところ。 
 
○ 時限が切れていた旧法の後継として令和元年 6 月に「死因究明等推進基本法」が成立し、

令和 2 年 4 月 1 日に施行された。死因究明等推進基本法においては、厚生労働大臣を本

部長とする死因究明等推進本部を厚生労働省に設置し、当該本部において、新たな死因究

明等推進計画の案を作成することとされている。 
 
 
２．死因究明等推進本部・計画検討会について 
 
○ 死因究明等推進本部は、法律上、閣僚と有識者 11 名以内で構成され、死因究明等推進計

画の案の策定を行うこととされている。本部長及び本部員については、以下のとおり。 
・本部長：厚生労働大臣 
・本部員：関係閣僚 5 名（国家公安委員長、総務大臣、法務大臣、文部科学大臣、国土交

通大臣）、有識者 5 名（高知県知事(全国知事会推薦)、岡山大学長(文部科学省推薦)、日本

医師会会長、日本歯科医師会会長、検討会座長） 
 
○ 死因究明等推進計画の策定のため、死因究明等推進本部の下に、有識者で構成される死因

究明等推進計画検討会を設置し、同計画に関する具体的な議論を行うこととする。計画検

討会の構成員（法律上の「専門委員」）については、関係学会、医師会、歯科医師会、有

識者、マスコミ等から 17 名を任命済みである。 
 

 

３．今後の予定 

○ 第１回の本部の開催以降、１ヶ月半に１回の頻度で死因究明等推進計画検討会を開催 

（合計５～６回程度を想定）し、死因究明等推進計画の案を作成。その後、パブリックコメ

ントを経て、死因究明等推進本部において、死因究明等推進計画の案を決定し、令和３

年４ 月頃に死因究明等推進計画を閣議決定することを想定している。（参考１） 

  



 

参考１ 
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今後のスケジュール（案） 
 
【令和２年度】 

６月 

 

 

 

７月 

 

 

 

 

 

 

３月 

 

 

・本部員、検討会構成員等の指定・任命 

・推進本部開催（持ち回り） 

（議事）各種規程（運営規則等）の決定、 

 

・計画検討会開催（オンライン開催） 

(第１回)各種規程の決定、論点の提示、討議 

※以後、１～１月半に１回程度開催（５～６回程度を想定） 

関係省庁プレゼン 

質疑・討議 

報告案検討 

 

報告案取りまとめ 

パブリック・コメント 

 

【令和３年度】 

４月頃 

 

・推進本部開催 

・新推進計画の閣議決定 

 

→骨太の方針等に反映 

 

 
 



 

参考２ 
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推進本部・計画検討会の構成員 一覧 
 
（死因究明等推進本部） ※閣僚は閣僚名簿順、有識者は 50 音順、敬称略 

 
厚生労働大臣         加藤 勝信〔本部長〕 
総務大臣          高市 早苗 
法務大臣          森 まさこ 
文部科学大臣          萩生田 光一 
国土交通大臣          赤羽 一嘉 
国家公安委員会委員長     武田 良太 

 
中央大学大学院法務研究科教授 佐伯 仁志〔検討会座長〕 
高知県知事          濵田 省司 
日本歯科医師会会長      堀 憲郎 
岡山大学長          槇野 博史 
日本医師会会長        横倉 義武 

 
 
（死因究明等推進計画検討会） ※50 音順、敬称略 
 
 高知県健康政策部副部長          家保 英隆 
日本医師会副会長             今村 聡 
奈良県立医科大学教授〔公衆衛生学〕    今村 知明 
日本医学放射線学会            蒲田 敏文 
日本法中毒学会              久保 真一 
日本法医学会               近藤 稔和 
中央大学大学院法務研究科教授〔刑事法〕  佐伯 仁志〔座長〕 
産経新聞社論説委員            佐藤 好美 
東京都監察医務院院長           鈴木 秀人 
日本法歯科医学会             都築 民幸 
千葉大学医学部長兼副学長         中山 俊憲 
日本小児科学会              沼口 敦 
一橋大学法学部教授〔行政法〕       野口 貴公美 
弁護士                  原田 國男 
東京都立大学法学部教授〔刑事法・刑事政策〕 星 周一郎 
日本歯科医師会副会長           柳川 忠廣 
東京大学教授〔医事法・民法〕       米村 滋人 


